
テレビ東京ホールディングスが2025年5月14日に発表した『テレ東VISION 2035』と新中期経営計
画は、同社の知財・無形資産戦略における根本的な変革を示している 。本分析では、従来の
トライブリッド戦略から「グローバルIPメディア」への進化という野心的な転換について、現状分
析、戦略変革の内容、および将来予測シナリオを通じて包括的に検証する。

テレビ東京ホールディングスの現在の知財戦略は、長年にわたって蓄積された強力なアニメIPを中核
としている 。同社のアニメ事業における売上上位は、「NARUTO」「BORUTO」「遊戯王」
「ポケットモンスター」「BLEACH」の順となっており、これらのロングラン作品が収益の安定的な
基盤を形成している 。特に「NARUTO/BORUTO」は売上高と粗利益の1位・2位を占め、「ポケモ
ン」は粗利益で3位に位置するなど、既存IPの収益力は極めて高い 。

海外展開においては、2024年度時点でアニメ・配信事業の海外売上比率が83%に達し、国内17%を
大幅に上回る構造となっている 。地域別では北米が29%で最大のマーケットとなり、中国27%、
欧州12%、中国以外のアジア・中東が14%と続いている 。この海外依存の高い収益構造は、グロ
ーバル市場での日本アニメ需要の拡大を反映している一方で、為替リスクや地政学的リスクへの脆弱
性も示している。

現在の収益構造を見ると、アニメ・配信事業が全体の営業利益88億円のうち67%にあたる59億円を
占めており、同社の収益の柱となっている 。しかし、全社の海外売上比率は17.3%に留まっており
、アニメ事業の海外展開力と比較して他事業の国際化が遅れていることが課題となっている。

組織面では、アニメ局、配信ビジネス局、コンテンツ契約局などの縦割り組織構造が続いており
、コンテンツIPの総合的な活用や迅速な意思決定において制約となっている。また、グローバル専

門人材の確保も限定的で 、今後の海外展開における人的資源の不足が懸念される。
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テレビ東京ホールディングスの知財・無形資産戦略変革と海外売上比率予測

『テレ東VISION 2035』の最も重要な変革は、従来のトライブリッド戦略（放送・アニメ・配信）か
ら「セブンブリッド戦略」への転換である 。この新戦略は3つの原則と4つの事業領域を掛け合
わせた統合的アプローチを採用している。

3つの原則として、第一に「CaaS（Contents As A Service）」戦略が掲げられ、コンテンツIPを起
点とした経済圏の多角的構築を目指している 。これは単なるコンテンツ販売から、IP を軸とし
た包括的なサービス提供への転換を意味する。第二に「グローバル展開」では、海外売上比率を現在
の17.3%から2035年までに40%へと大幅に引き上げる目標を設定している 。第三に「テクノロ
ジー・AI」活用により、「AI活用先端企業」への進化を図るとしている 。

4つの事業領域は、「IPクリエイティブ」「アニメ」「経済報道」「社会課題解決」から構成され
、それぞれが相乗効果を発揮する設計となっている。

新戦略では成長エンジンの再定義も行われ、アニメ・配信事業を「第1成長エンジン」として強化す
る一方、「第2エンジン」として「テレ東BIZ」「シナぷしゅ」「FAST」を位置付けている 。特
に注目すべきは、FAST（広告付き無料ストリーミングサービス）事業への本格参入である 。

同社は2024年10月からFAST事業を開始し、3年間で1万タイトルの配信を計画している 。
「PushBaby」「Japan Eats」「JProcess」など13チャンネルでスタートし、将来的にはECやIPビ

テレ東VISION 2035による戦略変革の全貌

セブンブリッド戦略への転換
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ジネスへの展開も視野に入れている 。この取り組みは、米国を中心に成長するFAST市場での早期
ポジション確保を目的としており、「第3のテレビ」としての新たな収益源創出を狙っている 。

組織面では、従来の縦割り組織から横断的なIP戦略統括体制への転換が計画されている 。特に
重要なのは、グローバルIPビジネスのエキスパートや海外事業経験者の積極採用である 。同社は
「海外市場で活躍するIPビジネスのエキスパートや、グローバルでの事業経験者を積極採用。特にAI
やデジタルメディアやゲーム、ストリーミング分野の人材」の確保を重視している 。

また、社員化にこだわらず、必要なスキルを持つ人材と多様な雇用形態で戦略的に連携する方針も示
されており 、従来の日本企業の人事慣行からの脱却も図られている。

楽観シナリオでは、海外売上比率が目標の40%を上回る45%に達し、新規IP開発成功率が70%以上
となることを想定している

。このシナリオでは、刀姫プロジェクトなどの新規IP開発が成功を収め、それを皮切りに独自IP創出
が加速する 。FAST事業では世界トップ3プレイヤーに成長し、年間収益100億円超を達成すると
予測される。

技術面では、AI/DX活用により生産性が30%向上し、コンテンツ制作の効率化と個人化が実現され
る。また、優秀なグローバル人材を多数確保し、組織力の大幅強化が図られる。競合との関係では、
Netflix等との差別化に成功し、独自ポジションを確立することで、メタバース・Web3時代の先駆者
として成功する可能性が想定されている。

最も可能性の高い標準シナリオでは、計画通り海外売上比率40%を達成し、新規IP開発成功率は業界
平均レベルの50%程度となる。FAST事業では市場で一定のポジションを確保し、年間収益30-50億
円を実現すると予測される。

AI/DX活用については生産性15%向上と部分的なDX効果実現に留まるものの、計画的なグローバル人
材確保により段階的な組織強化が進む。競合との差別化は一部成功し、ニッチ領域での優位性を確立
する一方、技術変化に対しては適切に対応し、大きな遅れは発生しないと見込まれる。
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テレビ東京ホールディングスの海外売上比率予測シナリオ分析（2024-2035年）

悲観シナリオでは、海外売上比率が目標の40%を大幅に下回る25%程度に留まり、新規IP開発が難
航して投資回収困難なプロジェクトが多数発生する。FAST市場では後発となり、プラットフォーム
依存の収益構造から脱却できない状況が想定される。

組織面では、グローバル人材確保に苦戦し、組織変革が停滞する。DX投資も期待効果を発揮せず、
コスト負担が増加する一方、Netflix等の競合他社に市場シェアを奪われ、競争力が低下する可能性が
ある。さらに、技術変化への対応が遅れ、従来型事業モデルに固執することで、ライツ事業の成長が
鈍化し、放送収入減少と相まって全体収益が悪化するリスクが存在する。

戦略成功の第一の要因は、独自性の高いコンテンツ企画力の確立である

。既存の強力なIPポートフォリオを維持しながら、グローバル市場のニーズを的確に捉えた新規IP開
発が不可欠となる。刀姫プロジェクトのような海外市場を最初からターゲットとしたIP開発手法の確
立と、多様なメディア展開ノウハウの蓄積が重要である 。

悲観シナリオ：戦略実行の困難と競争力低下

重要成功要因と実現への課題

IP創出・育成能力の強化
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第二の成功要因は、縦割り組織から横断的体制への転換と、グローバル人材の確保・育成である。政
府が目指すコンテンツ産業の海外展開20兆円目標 の実現に向けて、業界全体でグローバル
人材の争奪戦が激化する中、テレビ東京が優秀な人材を確保できるかが戦略成功の鍵を握る。

第三に、FAST事業の早期確立とAI活用による制作効率化が挙げられる。米国で急成長するFAST市場
での競争優位性確保と、著作権制度改正への対応による権利処理の自動化・簡素化 が収益性向
上に直結する。

最後に、新興市場開拓と競合との差別化戦略の実行が重要である。中東や南米等の新市場での展開成
功 と、Netflix等の巨大プラットフォームとの差別化により、独自のポジションを確立する必要が
ある。

テレビ東京ホールディングスの『テレ東VISION 2035』は、従来の放送中心の事業モデルから「グロ
ーバルIPメディア」への抜本的な転換を図る野心的な戦略である 。既存の強力なアニメIPを基
盤としながら、CaaS戦略による経済圏構築、FAST事業での新市場開拓、AI活用による効率化など、
多面的なアプローチを採用している点が特徴的である。

標準シナリオでは海外売上比率40%の達成が見込まれるものの、楽観シナリオの実現には新規IP開発
の成功、グローバル人材の確保、技術革新への適応など、複数の重要成功要因を同時に満たす必要が
ある。一方、悲観シナリオでは既存の競争優位性を失うリスクも存在し、戦略実行の巧拙が企業の将
来を大きく左右することになる。

同社の知財・無形資産戦略の成功は、日本のコンテンツ産業全体の海外展開促進にも大きな影響を与
えると考えられ、政府目標である2033年の海外市場規模20兆円達成 への貢献度も注目さ
れる。今後数年間の戦略実行状況が、テレビ東京ホールディングスの将来的なポジションを決定する
重要な分岐点となるだろう。
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